
〈日 本 株〉

10月の展望
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　臨時国会(10月3日召集見込み)では、新総合
経済対策に関連する第2次補正予算が提出されそ
うだ。自民党幹部の発言では、対策規模15兆円
～30兆円が意識されているもよう。内容は、①
物価高対策、②経済成長力を高める構造改革、③
国土強靭化関連の公共事業、などが考えられる。
　さらに、岸田首相は10月から水際対策の緩和
を表明。国内感染者数の減少による消費回復やイ
ンバウンド消費が見込めることも株式相場の注目
材料となろう。行動制限の緩和で国内・海外旅行
が再度見直されることで、内需・運輸株には好影
響を与えよう。
　日本株は政策支援に加えて、①日銀の超緩和策、
②円安による輸出企業の業績支援、③相対的に株
価バリュエーションが低い、などの日本株特有の
ポジティブな要素がある。米国の金融情勢は不透
明だが、好配当利回りや輸出関連、ディフェンシ
ブ性の高い株など、幅広く分散を効かせた投資行
動をとりたい。 (9/27 田部井)

日本株特有のポジティブな要素が注目されよう

9月の銘柄・業種別騰落率（8/31→9/26）新総合経済対策の策定が始まる



銘柄
スクリーニング
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◇株価が200日移動平均を上回り、かつ経常利益計画がプラスの大型株。
（選択条件）
・23年1月から23年3月に本決算を迎える東証プライム市場上場銘柄。
・株価の200日移動平均に対するかい離が1.0％以上15.0％以下。
・今期売上高伸び率が前期比1.0％以上、かつ経常利益伸び率0.1％以上(黒字転換、赤字縮小含む)。
・時価総額3,000億円以上、25日平均売買代金9億円以上の大型株の中から選択。

（データは9月26日現在)

株価が200日移動平均を上回る銘柄
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　脱炭素とは温室効果ガスの排出を実質ゼロにす
ることである。温室効果ガスとは温室効果を起こ
す気体の総称。二酸化炭素(CO2)、メタン、フロ
ンなどを指す。
　気候変動で話題となるCOP(国連気候変動枠組
条約締約国会議)は1995年から毎年開催。2022
年はエジプトで開催予定である。
　
　環境問題に前向きとは言えなかった米国が
2021年にパリ協定に復帰し、2022年8月にはイ
ンフレ削減法案が成立した。この法案は歳出総額
4,370億ドルのうち3,690億ドルを気候変動対策
に充てるとされている。具体的には電気自動車
(EV)などを購入した場合や、太陽光発電システム
や風力タービンなどの国内製造投資への税額控除
が柱となっている。

Ⅰ 米国でインフレ削減法案が成立

（出所）各報道機関より内藤証券作成
（注）｢京都議定書｣とは2012年までの各国の具体的な温室効果ガス排出
削減目標を課した。
｢パリ協定｣とは世界の平均気温の上昇を産業革命以前のプラス2度以内、
さらには1.5度に抑えることを共通の目標とした。

（出所）ジェトロ、米民主党上院のHPなどから内藤証券作成

（図表1）COPの主な開催地と出来事

（図表2）インフレ削減法案の試算概要

Ⅰ.米国でインフレ削減法案が成立
Ⅱ.主要国の脱炭素への取組み
Ⅲ.脱炭素関連の企業

1992年
1995年
1997年

2001年
2015年

2020年
2021年
2022年

国連気候変動枠組条約採択
COP1がベルリンで開催
COP3が京都で開催
京都議定書採択
米国が京都議定書から離脱
COP21がパリで開催
パリ協定採択
米国がパリ協定から離脱
米国がパリ協定に復帰
COP27がエジプトで開催予定

再度注目される脱炭素関連企業
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　脱炭素を実現するための主要国の投資額の概算は次の通りである。実現する可能性は不透明な部分もあ
るが世界共通で脱炭素への取組みがはじまっている。

　脱炭素化へ向けた投資先は世界共通で再生可能エネルギーとEV、製造時の低炭素化へ向けられている。
　脱炭素は技術としては既に存在しているものが大半で、コスト高が解消されれば市場が拡大する構造と
なっている。既に事業展開をしている大手企業が優位に事業展開できるだろう。 (高橋)

Ⅲ 脱炭素関連の企業

Ⅱ 主要国の脱炭素への取組み

（図表4）脱炭素関連の企業

（図表3）2030年目標と投資額

（出所）各社HP・資料より内藤証券作成

（出所）外務省、経済産業省のHP、各種資料から内藤証券作成
（注）ネットゼロは大気中に排出される温室効果ガスと大気中から除去される温室効果ガスが同量であること。
　　　投資額の円表記は1ドル140円、1ユーロ140円、1元20円で算出した。

日本

米国

EU

中国

風力

風力

太陽光/風力

完成車

完成車

モータ

電池

原料

01211

TSLA

6594

300750

ALB

BYD

テスラ

日本電産

CATL

アルベマール

モータ、インバータ、減速機が一体となったトラクションモータで世界トップ
を狙い投資中。

EV最大手、モータなど主要部品は内製強化、中国、ドイツなど需要地
に工場を建設。

EV用電池の主原料となるリチウムの最大手企業。

EV2位、リチウムイオン電池でも大手。

車載用リチウム電池トップ、2位以下はLG化学、パナソニック、BYDなど。

再生可能エネルギー コード 社名 備考

EV コード 社名 備考

02208

NEE

9519

新疆金風科技

ネクステラ・エナジー

レノバ

風力発電の設備から建設までトータルに扱う。世界2位、中国トップ。

風力と太陽光発電の世界トップ企業。蓄電池も強い。

日本専業大手。大手商社とは再生エネルギー運営で競業。

表明済み

表明済み

表明済み

2060年まで

·10年間で官民150兆円規模 うち、政府は20
　兆円。
·10年間で3,690億ドル（50兆円）、主に税控
　除に利用。
・10年間で官民で1兆ユーロ（約140兆円）。

·長期的に毎年3-4兆元の投資が必要（80
　兆円）との試算が公表されている。

2013年度比46%減

2005年比50-52%減

1990年比55%減以上

·CO2ピークを2030年より前にする
·2005年比GDP当たりCO2排出量を65%減以上

国・地域 2030年目標 2050年
ネットゼロ 投資額
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主力グロース株下落、内需系を個別物色
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10月の
スケジュール
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欧州経済とインフレ動向に注意


